
Ⅱ　平成３０年度特別会計の決算状況

第８表　平成３０年度特別会計決算の収支状況 （単位：千円）

形式収支 翌年度へ繰越す 実質収支
決算額  (A) 構成比 決算額  (B) 構成比 (A)-(B)  (C) べき財源 (D) (C)-(D)  (E)

公共用地造成事業 193,357 0.5% 193,357 0.5%

食肉センター事業 14,245 0.0% 14,245 0.0%

17,804,047 42.4% 17,415,821 42.4% 388,226 388,226

国民健康保険事業 20,737,812 49.4% 20,408,420 49.7% 329,392 329,392

2,669,475 6.4% 2,615,877 6.4% 53,598 53,598

農業集落排水事業 260,869 0.6% 260,869 0.6%

中央卸売市場事業 172,468 0.4% 123,818 0.3% 48,650 48,650

地方卸売市場事業 40,480 0.1% 40,442 0.1% 38 38

市営駐車場事業 106,879 0.3% 13,007 0.0% 93,872 93,872

　　合　　　計 41,999,632 100.0% 41,085,856 100.0% 913,776 913,776

※端数処理により、合計と内訳が不一致の場合あり。

介護保険事業

会 計 名
歳 入 歳 出

後期高齢者医療

平成３０年度特別会計決算の収支状況は、第８表のとおりです。

実質収支については、全特別会計合計で、９億１３７７万６千円の黒字となっています。

また、各会計別の決算規模（歳出）では、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期

高齢者医療特別会計の順となっており、これら３会計で全特別会計の９８．４％を占めています。

次に、前年度決算との比較は、（参考４）に示してあるとおり、前年度（歳出）を上回った主な会計は、介

護保険事業特別会計及び後期高齢者医療特別会計で、保険給付費や後期高齢者医療広域連合納付

金の増が主な要因です。

一方、前年度（歳出）を下回った主な会計は、国民健康保険事業特別会計で共同事業拠出金の減等

によるものです。

特別会計における主な歳入の収納状況は、資料２のとおりです。
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（参考４）　特別会計決算前年度比較

　　　（単位：千円）

30年度 29年度 増減額 増減率 30年度 29年度 増減額 増減率

(189,997) (236,777) (△ 46,780) (△19.8%)

公共用地造成事業 193,357 239,315 △45,958 △19.2% 193,357 239,315 △45,958 △19.2%

(11,504) (12,317) (△ 813) (△6.6%)

食肉センター事業 14,245 14,747 △502 △3.4% 14,245 14,747 △502 △3.4%

(2,395,749) (2,318,873) (76,876) (3.3%)

介護保険事業 17,804,047 17,413,121 390,926 2.2% 17,415,821 16,807,815 608,006 3.6%

(1,698,555) (1,763,712) (△ 65,157) (△3.7%)

国民健康保険事業 20,737,812 23,915,320 △3,177,508 △13.3% 20,408,420 23,171,787 △2,763,367 △11.9%

(672,524) (645,388) (27,136) (4.2%)

後期高齢者医療 2,669,475 2,595,340 74,135 2.9% 2,615,877 2,544,596 71,281 2.8%

(234,760) (230,363) (4,397) (1.9%)

農業集落排水事業 260,869 280,364 △19,495 △7.0% 260,869 280,364 △19,495 △7.0%

(28,858) (26,185) (2,673) (10.2%)

中央卸売市場事業 172,468 164,578 7,890 4.8% 123,818 113,898 9,920 8.7%

(3,331) (3,473) (△ 142) (△4.1%)

地方卸売市場事業 40,480 40,631 △151 △0.4% 40,442 4,958 35,484 715.7%

(0) (0) (0) (0.0%)

市営駐車場事業 106,879 104,751 2,128 2.0% 13,007 25,016 △12,009 △48.0%

(5,235,278) (5,237,088) (△ 1,810) (△0.0%)

　　合　　　計 41,999,632 44,768,167 △2,768,535 △6.2% 41,085,856 43,202,496 △2,116,640 △4.9%

※（　）内は、一般会計から繰り入れた金額。

※端数処理により、合計と内訳が不一致の場合あり。

会 計 名
歳 入 歳 出
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資料２　主な歳入の収納状況（特別会計）
（単位：千円、％、ポイント）

現年 2,947,708 3,226,172 2,975,913 0 250,259 92.24

滞納繰越分 210,018 1,766,970 203,217 309,794 1,253,959 11.50

合計① 3,157,726 4,993,142 3,179,130 309,794 1,504,218 63.67

現年 3,254,120 3,554,707 3,251,199 0 303,508 91.46

滞納繰越分 216,000 1,847,346 206,348 170,837 1,470,161 11.17

合計② 3,470,120 5,402,053 3,457,547 170,837 1,773,669 64.00

△ 312,394 △ 408,911 △ 278,417 138,957 △ 269,451 △ 0.33

現年 3,614,852 3,731,525 3,699,994 0 31,531 99.16

滞納繰越分 13,254 97,381 16,682 37,645 43,054 17.13

合計① 3,628,106 3,828,906 3,716,676 37,645 74,585 97.07

現年 3,626,574 3,660,717 3,621,858 0 38,859 98.94

滞納繰越分 14,938 113,290 13,868 42,663 56,759 12.24

合計② 3,641,512 3,774,007 3,635,726 42,663 95,618 96.34

△ 13,406 54,899 80,950 △ 5,018 △ 21,033 0.73

＊調定額には、居所不明者分調定額を含む。

＊収入済額には、還付未済額を含む。

＊収納率は、小数点第三位を四捨五入。
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区分 最終予算額 調定額 収納率収入済額 不納欠損額 収入未済額
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